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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

News Release                              2016 年 9 月 16 日 

報道関係者各位                             日本労働組合総連合会 

 

 

 

 

 

 

 

日本労働組合総連合会（連合）と、公益財団法人連合総合生活開発研究所(連合総研）は、2015

年 10 月に全国の従業員数 300 名以下または資本金 3億円未満の中小企業 20,000 社に対して『中小

企業における取引関係に関する調査』を実施し、4,450 社（有効回答）から回答を得ました。2016

年 3 月 3 日に中間報告をプレスリリース致しましたが、最終報告を取りまとめましたので、ここに

その概要をお知らせいたします（最終報告全文は「れんごう政策資料 232」に掲載しています）。 

 

 
◆前回調査（2012年6月）に比べ、総じて企業業績は回復傾向がみられ、取引関係も改善されつつあるも

のの、仕入れ単価上昇を価格に転嫁できないとの回答は依然として多い。また、中小企業の経営課

題として「人手不足」をあげる回答が増加しており、人材・要員の確保が大きな課題になっていることが

伺える。 

◆2014年4月の消費税増税にともなう価格転嫁拒否の有無については、95.0％の企業で「転嫁を拒否さ

れたことはなかった」と答え、連合や行政、経営者団体の取り組みが一定の抑止力となったことが伺え

る。 

◆取引において直面する問題では、「仕入れ単価上昇によるコストアップ」をほぼ5割（49.7％）の企業が

あげているほか、「単価の下落や引き下げ要請」（37.4％）、「取引先からの受注減少や取引打ち切り」

（35.9％）が上位を占めている。また、仕入れ単価上昇によるコストアップに関しては、影響があった企

業のうち、「価格に転嫁してきた」とする回答は2割弱にとどまっている。 

◆単価・価格の引き下げ要請については半数以上が「あった」とし、そのうち8割以上の企業が何らかの

形で引き下げを受け入れている。また、引き下げのために実施した施策は5割強の企業で「作業工程

を工夫・改善した」をあげたほかは、「協力会社に価格引き下げを要請した」、「賃上げの見送りや一時

金を見直した」、「物流コストを引き下げた」が続いており、自社で吸収しきれない分について、さらなる

下請けに転嫁したり、従業員の賃金等労働条件の引き下げで対応していることが伺える。 

◆取引関係に関する法令、制度など行政施策の認知状況については、「いずれの法令、制度も知らない」

が約3社に1社にものぼっており、下請代金支払遅延等防止法（下請法）も5割強にとどまっている。 

◆企業業績による比較では、単価引き上げについて、増収増益企業では4割強が実現しているのに対し、

減収減益企業では3割弱にとどまっている。また、人員不足への対応については、増収増益企業では

正社員の採用や賃上げを重視しているのに対し、減収減益企業ではこうした対応に消極的で、事業縮

小をせざるを得ない企業もあることなど顕著の違いがみられる。 

 

 中小企業で働く者の賃金・労働条件の「底上げ」と「格差是正」を進めるためには、付加価値創

造の源泉である人材の確保・育成や設備等への適切な投資を行い、企業の収益性と生産性の向上を

はかることが必要である。連合は、中小企業の収益性や生産性に大きな影響を与える不公正な取引

を撲滅し、「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配」と「公正な取引慣行」の

実現をはかるため、既設の「連合・取引問題ホットライン」の活用や取引ルールに関する認知度を

高める取り組みなど、行政や経営者団体とも連携し、社会を巻き込んだ運動を展開していく。 

 

中小企業における取引関係に関する調査（最終報告） 

～ 全国4,450社 中小企業における取引関係に関する調査・最終報告の概要 ～ 

コスト増を価格に転嫁できない中小企業 
中小企業の底上げに欠かせない公正な取引慣行の実現 

要 旨 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

 
 
 
 

１． 3 年前と比べた経営状況 
 

（１） 3 年前と比べた売上高・受注高と営業利益 

―［売上高・受注高］と［営業利益］はやや改善するも、 

依然として「減少」企業が4割前後― 

 

 

 

（２） 3 年前と比べた設備や技術 

―設備・技術が「古くなった」が半数、「変わらない」は3割 

大多数の企業で進まない設備や技術の刷新― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（３） 製品・サービスの差別化、新製品の開発状況 

―「進んでいる」は約3割にとどまり、 

「変わらない」と合わせて約3分の2の企業で進まない開発状況― 

 
 

２． 現在、取引において直面している問題 
―中小企業の半数が直面する「仕入れ単価上昇によるコストアップ」― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

３． 原材料費や電気料金高騰による影響の有無と対応 
―＜影響があった＞企業が9割弱、特に、「価格に転嫁できない」が約3分の1 

運輸業30人未満企業を直撃する原材料費や電気料金の高騰、 

「価格に転嫁できない」が約半数― 

 
 

４． 3 年前と比べた主要生産品、サービス単価 

―「下がった」が22.2％、「上がった」は16.4%― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

５． 主要生産品、サービス単価への引き下げ要請の実態 

（１） 単価・価格の取引先からの引き下げ要請の有無 
―中小企業の経営を圧迫する単価の引き下げ要請、要請を受けた企業が過半数 

引き下げ要請の多い業種は輸送用機械、電気機械を中心とした製造業と卸売・小売業 

 
（２） 引き下げ要請への対応 

―「要請に近い水準で応じた」が約2割、1割強にとどまる「断った」― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（３） 引き下げのために実施した施策（複数選択） 

―最も多くの企業が取り組んだ「作業工程の工夫・改善」（53.1％） 

課題は賃金・一時金の維持― 

 
６． 最大の取引先への価格・単価の引き上げ要請 
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―半数の中小企業が引き上げを要請したものの、 

引き上げを実現した企業は約3社に1社― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（２） 引き上げ要請が受け入れられた理由 

―最大の理由は「原材料費などコストの上昇」だが、引き上げ実現の背景にある 

「高い質の製品・サービス」と「他に供給できる会社がない」－ 

 
７． 2014 年 4 月の消費税増税の取引価格への転嫁状況 

（１） 消費税引き上げ分の転嫁拒否の有無 

―「転嫁を拒否されたことはなかった」企業が圧倒的多数 

3.4％にとどまる転嫁拒否の＜あった＞企業― 
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2014年4月1日に引き上げられた消費税分の転嫁拒否の有無

てあ

いっ

るた
し

今

も

続

い

さあ

れっ

てた
いが

る今

は

是

正

こ転

と嫁

はを
な拒

か否

っさ

たれ

た

無

回

答

件
数

4450

2518

556

576

368

515

503

464

467

441

＊
あ
っ
た

3.4

3.3

5.2

5.4

1.9

2.1

1.2

3.7

1.9

4.8

(％) 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（２） 消費前増税分の転嫁拒否の方法 

―主な方法は「本体価格での交渉拒否」、「買いたたき」、「下請代金の減額」― 

 
８． 取引先との契約における問題状況 

―不公正な慣行の最も多い契約が、 

［単価、返品等の条件を契約文書で明示しない取引］―  
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為

 

そ
の
他

 

無
回
答

 

(%)

消費税増税分の転嫁拒否の内容（転嫁拒否された企業、複数選択）

2015年計  

(N=152)

15.2

21.7

25.3

7.7

15.1

20.5

10.4

17.7

23.6

9.2

18.0

22.9

9.4

8.1

8.5

8.5

10.0

9.2

9.9

9.5

10.1

8.9

8.9

9.9

67.7

59.7

51.4

75.2

63.8

54.5

71.8

62.3

52.4

73.7

62.7

53.8

7.7

10.5

14.8

8.5

11.1

15.8

7.9

10.5

13.9

8.2

10.5

13.4

2015年計  

2012年計  

2007年計  

2015年計  

2012年計  

2007年計  

2015年計  

2012年計  

2007年計  

2015年計  

2012年計  

2007年計  

取引先との契約で過去１年間に起きたこと

る現

在

も
行

わ

れ

て

い
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は
行

わ

れ

て

い

いも

なと

いも
と

行

わ

れ

て

無

回

答

件
数
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3270

4450
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3270
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4450
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＊
現
在
ま
た
は
過
去

に
行
わ
れ
て
い
た

24.6

29.8

33.8

16.2

25.1

29.7

20.3

27.2

33.8

18.1

26.9

32.8

条
件
を
契
約
文
書
で

明
文
化
し
な
い

単
価
等
の
契
約
内
容

が
守
ら
れ
な
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引
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的
に
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受
注
時
に
価
格
が
決

ま
っ
て
い
な
い

(％) 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

９． ＜休日前発注・休日後納入＞＜就業後発注・翌朝納入＞など無理な納期の有無と労働

時間への影響 

 ―無理な納期を強いられた企業が過半数、 

大多数の企業では残業や休日出勤で対応せざるを得ない実態― 

 
１０． 行政施策の周知状況と下請法 

（１） 法令、制度の認知度 

  ―「いずれの法令、制度も知らない」企業が約3社に1社 

労働組合のある企業で上昇する認知度（「知っている」：82.8％）― 

8.1
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28.8

30.9

11.7
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13.3

41.5
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3.5

2015年計  

2012年計  

2007年計  

＜休日前発注・休日後納入＞＜終業後発注・翌朝納入＞などの無理な納期の有無と労働時間への影響
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す
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無

回

答

件
数
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＊
無
理
な
納
期
の
強

制
が
あ
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56.2

58.9

68.5

＊
休
日
出
勤
や
残
業

が
発
生
す
る

44.4

47.8

55.2

63.4

82.8
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58.0

36.6

17.2

26.9

42.0

2015年計  

労働組合がある

従業員組織はある

従業員組織もない

内容を知っている法令、制度（複数選択）

を法

知令

っ・
て制

い度

るの

内

容

度い

もず

知れ
らの

な法

い令

・

制

件
数

4450

424

892

3125

労
働
組
合

(％) 

(％) 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

 
 

（２） 過去 3 年間における「下請代金支払遅延等防止法（下請法）」に触れる行為の有無 

―下請法に触れる行為を受けた企業は6％、 

代表的触法行為は「代金支払い遅延・長期手形」― 
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(%)
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過去3年間における「下請代金支払遅延等防止法（下請法）」に触れる行為の有無
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る

・
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る

・

報

復

措

置

あ

る

・
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8.9 0.9 5.1 3.7 0.2 0.7 0.5 89.4 1.8 3062

12 .8 2.2 7.1 4.7 1.0 1.2 1.1 85.7 1.5 1877

　2015年計

（2012年計）

（2007年計）

(％) 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（３） 過去 3 年間での中小企業庁の公的支援策・制度の利用状況 
―「利用して期待通りの成果があった」が多い［金融支援］（4社に1社） 

製造業で［ものづくり支援］が大幅に増加― 

 
 

１１． 経営において困ったときの相談先（3 つ以内選択） 
―「税理士・会計士・社会保険労務士」（68.8％）がトップ、 

第2位は「メインバンク」― 

 
 

26.5

11.4

4
.9

7.3

0
.4

5.2

0
.9

1
.9

1
.3

5.8

4.6

3
.8

3.7

0
.4

3.3

1
.3

0
.8

1
.0

44.1

51.4

56.8

50.4

53.3

45.7

42.7

39.8

34.8

14.2

21.8

22.4

26.5

32.4

33.8

41.8

44.8

50.2

9.4

10.8

12.1

12.0

13.4

12.0

13.2

12.8

12.8

金融支援  

ものづくり支援  

雇用・人材支援  

共済制度  

創業・ベンチャー  

支援  

経営革新支援  

海外展開支援  

再生支援  

新連携支援  

過去３年間における中小企業を対象とした中小企業庁の公的支援策・制度の利用状況と認知度

の利

成用

果し
がて

あ期

っ待

た通

り

な利

か用

っし
たた

が

成

果

は

し知

たっ

こて
とい

はた

なが
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を
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54.0

51.9

49.4

40.3

38.3

33.6

*
利
用
し
た
1
5
年

32.2

16.0

8.7

11.0

0.8

8.4

2.3

2.6

2.2

*
利
用
し
た
1
2
年

36.8

5.1

7.3

8.5

0.8

8.3

1.3

1.5

2.0

6
8
.
8

4
9
.
6

2
3
.
3

2
0
.
7

1
5
.
8

1
5
.
6

8
.
0

7
.
6

7
.
2

5
.
3

3
.
6

2
.
7

3
.
0

6
7
.
4

5
4
.
9

2
4
.
4

1
9
.
5

1
3
.
4

1
6
.
7

8
.
7

7
.
2

8
.
0

6
.
3

3
.
0

1
.
5

3
.
2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

税
理
士
・
会
計
士
・
 

社
会
保
険
労
務
士

 

メ
イ
ン
バ
ン
ク
な
ど
 

の
金
融
機
関

 

出
資
者
・
株
主

 

同
業
他
社
の
経
営
者
 

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
納
 

入
の
取
引
先

 

仕
事
や
業
界
外
の
友
 

人
・
知
人

 

経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
 

ト

 

異
業
種
他
社
の
経
営
 

者

 

商
工
会
・
商
工
会
議
 

所
な
ど
経
営
団
体

 

行
政
に
お
け
る
関
係
 

部
署

 

そ
の
他

 

家
族
・
親
族
や
社
内
 

以
外
は
い
な
い

 

無
回
答

 

(%)

経営において困ったときの相談先（３つ以内選択）

総計  

(N=4450)

2012年計  

(N=5010)

(％) 



 

12 

連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

１２． 要員問題と、今後強化したい取り組み 
（１） 正社員の過不足状況 

  ―正社員の＜不足＞企業が約5割、特に情報・ソフトウェア（81.4％）で顕著― 

 

 
（２） パート・契約社員、派遣・請負労働者の過不足状況 

  ―「適正である」が過半数、正社員を下回る＜不足＞企業の比率― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（３） 人員不足の状況に対する対応 
  ―「中途採用」が最大の対応策、これに続く「新卒採用」と「定年退職者の活用」、

「賃上げの取り組み企業も3割弱― 

 

（４） 今後強化したい取り組み 
  ―最優先課題は「人材の育成」への取り組み、 

一方、「要員の確保」も2012年調査より約14ポイント増加― 
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

１３． 増収増益企業と減収減益企業との対比でみた中小企業の課題 
（１） 人員不足に対する対応 

  ―＜増収増益企業＞では「中途」「新卒」といった正社員の採用と賃上げを重視、 

一方、こうした対応に消極的な＜減収減益企業＞、「事業縮小」の企業も― 

 

（２） 価格・単価引き下げのために実施した施策 
  ―営業努力を続ける＜増収増益企業＞、 

労働条件の切り下げや雇用調整に手をつけざるを得ない＜減収減益企業＞― 
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価格・単価の引き下げのために実施した施策（価格や単価引き下げ要請に応じた企業、複数選択）

増収増益  

(N=547)

減収減益  

(N=636)
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連合・取引問題ホットライン 03-5295-0514 

（３） 最大の取引先への価格・単価の引き上げ要請 
  ―高い企業競争力を背景に単価引き上げを実現する＜増収増益企業＞― 

 

 

 

 
 
■調査方法  ：アンケート郵送による紙面調査 （総設問数：45 問）  

■実施期間  ：2015 年 10 月 

■有効回答数  ：4,450 社 

■対象地域  ：全国 

■対象者   ：従業員数 300 名以下または資本金 3 億円未満の企業経営者 

■回答者属性 ：製造業、運輸業、情報・ソフトウェア業、卸売・小売業、 

その他サービス業 

※対象企業は、労働組合の有無に関係なく帝国データバンクの情報より上記の業種

よりランダムに選定。 
 

 

 

○日本労働組合総連合会（連合） 

■代表 ：会長 神津里季生 

■発足 ：1989 年 11 月 21 日 

■本部 ：〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台 3-2-11 

■問合せ先 ：総合労働局長 須田
す だ

、労働条件・中小労働対策局局長 曽
そ

原
はら

 

電話 03-5295-0517 

■HP  ： http://www.jtuc-rengo.or.jp/ 
 

○公益財団法人連合総合生活開発研究所（連合総研） 
■代表者  ：理事長 古賀伸明 

■発足 ：1987 年 12 月 1 日 
■事務所 ：〒102-0074 東京都千代田区九段南 2-3-14 靖国九段南ビル 5Ｆ 
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「中小企業における取引関係に関する調査（2015 年 10 月実施）」 

 

(％) 


